
【平成13年７月】

「21世紀『
わ

環の国』づくり会議」報告
順応的管理の手法を取り入れて積極的に自然を再生

する公共事業、すなわち「自然再生型公共事業」の推進

が必要と提言。

【平成13年12月】

「総合規制改革会議」規制改革の
推進に関する第１次答申
「自然の再生、修復の有力な手法の一つに地域住民、

NPO等多様な主体の参画による自然再生事業があり、

（略）省庁の枠を超えて自然再生を効果的・効率的に

推進するための条件整備が必要」

【平成14年3月】

新・生物多様性国家戦略
（地球環境保全に関する関係閣僚会議決定）
「自然再生」を今後展開すべき施策の大きな３つの

方向の一つとして位置づけ。その具体策である「自然

再生事業」の推進を規定。

【平成14年12月】

自然再生推進法が成立

自然再生推進法の制定まで 自然再生とは何か

　自然再生を目的として実施される自然再生事業は、開発行為等に伴って損
なわれようとする、または損なわれた環境をその近くに創出する代償措置とし
てではなく、過去の経済活動等によって損なわれた原生的生態系や、里地・
里山といった人間活動とかかわり合いの深い生態系、その他の自然環境を取
り戻すことを目的として行われるものです。

自然再生事業は、陸域の森林や草原、里地・里山、陸水域の河川や湖沼、湿原、海域の砂浜
や干潟、藻場、サンゴ礁など多様な生態系を対象とした次の4つの行為をいいます。


